
１．指定福祉用具貸与を提供する事業者の概要

２．指定福祉用具貸与事業所の概要
事業所一覧

事業所窓口の営業日及び営業時間

事業所の職員体制 

３．事業の目的及び運営方針

平日　８：３０〜１７：３０

＜事業の目的＞

１名（常勤）事務職員 事務業務または事務職務の連絡等を行う。

電話番号 ０８０-７５９１-７７６２

株式会社ネクスド

従業者の管理、利用申込みに関わる調整、業務の実施
状況の把握等、管理を一元的に行う。

事業所指定番号

福祉用具貸与

福祉用具専門
相談員

福祉用具貸与計画（介護予防福祉用具貸与計画）の作成・変更
等を行い、指定福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の提
供に当たる。

原則として月曜日から金曜日まで
国民の祝日（振替休日含む）及び年末年始（１２月３０日〜１月３日）は除く。

福祉用具貸与事業の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の
専門相談員が、要介護状態（介護予防にあっては要支援状態）にある高齢者に対し、適正な（介護予防）
福祉用具貸与を提供することを目的とする。

（２）

（３）

営 業 時 間

営 業 日

人　　員

１名（常勤）
（看護師/保健師）

職　　種

本店所在地 北海道札幌市西区発寒６条９丁目１-１０ 2階

連絡先 TEL：011-215-5472　　　FAX：011-215-8926

訪問看護事業　居宅介護支援事業　福祉用具貸与販売事業　住宅改修事業　　介
護DXサポート事業

代表者 代表取締役  佐藤寛悟

管理者

連絡先

佐藤 寛悟

080-7591-7762

サービス
実施地域

設立年月日 令和3年1月8日

事業内容

従事するサービス内容等

管理者

重要事項説明書

この「重要事項説明書」は、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成 １１ 年厚生
省令第 ３７号)」第８条の規定に基づき、指定福祉用具貸与サービス提供契約締結に際して重要事項を記した
文書を交付し、説明するものとする。

（１）

6名（非常勤）
(看護師1名,理学療法士
4名,作業療法士1名)

事業所名 ご近助デイズ札幌

所在地 北海道札幌市西区発寒６条９丁目１-１０ ２階

介護保険　第０１７０４０６２４３号

法人名

札幌市全区
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４．提供する福祉用具貸与サービスの内容

福祉用具の取扱い種目

□ 車いす ※１ □ 手すり

□ 車いす付属品 ※１ □ スロープ ※３

□ 特殊寝台 ※１ □ 歩行器 ※３

□ 特殊寝台付属品 ※１ □ 歩行補助杖 ※３

□ 床ずれ防止用具 ※１ □ 認知症老人徘徊感知機器 ※１

□ 体位変換器 ※１ □ 移動用リフト ※１

□ 自動排泄処理装置 ※２

一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制

選択可能な福祉用具の特定福祉用具販売計画の目標達成状況の把握

福祉用具貸与計画の実施状況の把握

５．福祉用具貸与計画の作成・変更

６．サービスの提供内容に係る記録・保管

福祉用具貸与計画の作成後、６ヶ月以内に当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握（モニタリング）を
行い、結果を踏まえ、必要に応じて当該福祉用具貸与計画の変更を実施いたします。
なお、モニタリングの結果を記録した記録については、担当の指定居宅介護支援事業者に報告いたしま
す。

要介護４以上の方が給付の対象。

※１※2とも、対象外の方であっても一定の条件に当てはまる場合は、例外的に給付が認められる場合があ
る。

（４）

＜事業の運営方針＞

※１ 要支援１～２及び要介護１の方については、原則として給付が認められない。

※２

事業者は、利用者の日常生活や心身の状況及び希望を踏まえ、利用者の居宅サービス計画（又は介護予
防サービス計画）の内容に沿って、サービスの目標及び目標を達成するための具体的サービス内容等を記
載した福祉用具貸与計画を作成します。福祉用具貸与計画の作成に当たっては、事業者はその内容を利用
者に説明し、同意を得たうえで交付する。

（２）

事業者は、福祉用具サービスの実施状況等に関する記録を作成することとし、この契約の終了後５
年間保管とする。

（２）
（２）のうち※３の福祉用具の提供に当たっては、福祉用具貸与または特定福祉用具販売のいずれかを
利用者が選択可能となる。選択に当たって利用者等に対し、必要な情報を提供し、医師、 理学療法士、
作業療法士、言語聴覚士および介護支援専門員等、関係者の意見および利用者の身体状況等を踏ま
え提案を行う。

（３）
選択可能な福祉用具を特定福祉用具販売として提供するに当たり、特定福祉用具販売計画の作成後、
福祉用具専門相談員が、利用開始後６か月以内に1回モニタリングを行い、目標の達成状況を確認す
る。また、利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認し、必要な場合は、使
用方法の指導、修理等（メンテナンス）を行う。
なおその際の費用については実費となる。
※メーカー保証期間以降の修理対応について出張費や修理費に関しては、その都度見積書を作成し
て、利用者の実費負担とする。

要介護状態（介護予防にあっては要支援状態）にある高齢者に対し、心身の特性を踏まえて、その有す
る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の心身の状況、希望及びその置かれて
いる環境等を踏まえた適切な福祉用具の選定、取付け、調整等を行い、福祉用具を貸与することによ
り、利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能訓練に資するとともに、利用者を介護する者の負担の
軽減を図るよう援助を行う。

（１）

（１）

サービス提供に係る記録を利用者の求めに応じて閲覧させ、又は複写物を交付する。ただし、複写
に際しては、利用者に対し、実費相当額を請求できるものとする。（１枚20円）
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７．提供するサービスの利用料金及びお支払い方法

その他費用
以下の事由に該当する場合は、別途その費用をご負担いただきます。

利用料金等の請求方法

請求書・領収書

引落し口座の登録

（１）

（５）

（２）

交通費 サービス提供地域外の場合、交通費の実費をご請求します。

搬出入費用

福祉用具の搬出入に特別な措置が必要な場合（階段やエレベーターの使用が困難でク
レーンを使用する等）は、運営規定の定めに基づき、その措置に要する費用をご負担い
ただきます。 
その他の通常の搬出入の場合、費用請求は致しません。

※　個々の貸与品名の利用料については、弊社カタログや利用目録等を御覧ください。
※　介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合、超えた額の全額（10割）をご負担いた
だきます。

利用開始又は終了の時期 利用料

利用開始日が開始月の15日以前の場合 １ヶ月分

利用開始日が開始月の16日以降の場合

（３）
事業者は、当月の合計額を翌月２６日に利用者の口座から自動引き落としとする。
引き落とし日が休日の場合は、翌営業日に引き落としとする。
手数料は事業者が負担とする。未払い防止や盗難防止の観点から、現金支払いはお受け付け致してお
りません。やむを得ずは口座引き落としでの支払いが困難な場合は、個別でご相談下さい。引落しは会
社名である「ネクスド」名義で引落しされます。

（４）
事業者は、当月の利用料金の明細を請求書に付して、前月の領収書とともに翌月２０日頃までに利用者
に送付する。

利用料・利用負担額

半月分

利用終了日が終了月（解約・入院・入所等）の15日以前の場合

　サービスを利用した際にお支払いいただく「利用者負担金（介護保険が適用された場合）」は、当事業
所のレンタル料金表によるものとし、原則サービスに要した費用の１割（一定以上の所得のある方は２割
又は３割）の額となる。
サービスの利用開始月及び終了月毎における利用料の取扱いは、以下を参照。

半月分

利用終了日が終了月（解約・入院・入所等）の16日以降の場合 １ヶ月分

口座登録に数か月、時間を要するため口座登録完了後より引き落としを開始とする。この場合、数か月
分をまとめて引き落とす場合がある。
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８．緊急時、事故発生時の対応

９．相談窓口、苦情対応について

苦情処理手順方法

①

②

③

④

⑤

その他の窓口

① 各区役所保健福祉

０１１-２３１-２４００

０１１-７５７-２４００

当事業所が苦情に関する調査を行う

その調査結果を受けて事業所が改善すべき事項を検討する

８：３０〜１７：３０（事業所営業日の営業時間内）

０１１-６４１-２４００

〒004-8613　札幌市清田区平岡１条１丁目

〒005-8612　札幌市南区真駒内幸町２丁目南区役所

〒006-8612　札幌市手稲区前田１条１１丁目

〒062-8612　札幌市豊平区平岸６条１０丁目

０１１-６８１-２４００

白石区役所

０１１-５８２-２４００

＜対応時間＞

（２）

（３）

中央区役所

苦情の申立書を受け付ける

事業者は、利用者およびその家族からの相談・苦情等に対する窓口を設置する。相談・苦情につい
ては、要望や苦情に迅速かつ誠実に対応し、管理者及び担当の福祉用具専門相談員等が対応す
る。不在の場合、対応した者が必ず苦情相談記録票を作成し、管理者・担当者に引き継ぐ。
事業者は、前項の苦情の内容等について記録し、その完結日から５年間保存する。

その結果を利用者又はそのご家族へ報告する

（１）

事故が生じた際には、その原因を究明し再発防止の対策を講じる。（２）

〒060-8612　札幌市中央区大通西２丁目９

改善すべき事項をもとに当該事項に関する指導を実施する

〒001-8612　札幌市北区北２４条西６丁目

〒065-8612　札幌市東区北１１条東７丁目

〒003-8612　札幌市白石区南郷通１丁目南

〒004-8612　札幌市厚別区厚別中央１条５丁目

西区役所

０８０－７５９１－７７６２

＜担当者氏名＞

＜連絡先＞

（１）

利用者に対する福祉用具貸与に係るサービス提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、
当該利用者の家族、担当の介護支援専門員（又は地域包括支援センター）に連絡を行うとともに、
必要な措置を講じる。

山口和真

〒063-8612　札幌市西区琴似２条７丁目

厚別区役所

豊平区役所

清田区役所

０１１-８６１-２４００

０１１-８９５-２４００

０１１-８２２-２４００

０１１-８８９-２４００

手稲区役所

北区役所

区役所
保健福祉課

０１１-７４１-２４００東区役所
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１０．秘密の保持、個人情報の取扱いについて

１１．業務継続計画（BCP）の策定等

１２．　衛生管理のための措置

１３．　虐待・身体拘束等の防止のための措置
虐待防止、身体拘束等に関する担当者を選定　＜虐待防止に関する責任者：山口和真＞（１）

（４）

（５） 利用者および家族の個人情報の使用にあたっては、【個人情報使用同意書】の範囲にて使用するこ
ととする。

（２）

（３）

（８）

事業所は、サービス中に当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）に
よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報する。

虐待防止、身体拘束等の適正化・啓発・普及のための従業者に対する研修の実施

（２）

（３）

（４） 虐待防止、身体拘束等の防止のための指針の整備

成年後見人制度利用の支援

（６） 苦情解決体制の整備

感染症・食中毒の予防及びまん延防止のための委員会の設置と開催（感染症対策委員会）

（４）

事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に務める。
福祉用具の保管又は消毒に係る業務については、他の事業者へ委託する場合がある。また、当該
委託先事業者の業務の実施状況について、定期的（概ね１年ごと）に確認し、その結果等を記録す
る。

（１）

感染症・食中毒の予防及びまん延防止のための指針の整備

虐待防止、身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の設置（虐待防止委員会）

あらかじめ文章により利用者及びその家族から同意を得た場合は、前項にかかわらず、情報を提供
することができる。

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供を継続的に実施
するため、及び非常時の体制で早期に業務再開を図るための業務継続計画（BCP）策定

委員会の開催を定期的に行い、必要時に業務継続計画の見直しを行う（BCP委員会）

非常災害対策計画、関係機関との連携体制の整備

（３）

（４）

従業者に対して業務継続計画の周知及び感染症や非常災害発生時に必要な研修及び訓練の実施
（２）

福祉用具専門相談員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行う。

当事業所は、サービスを提供するうえで知りえた利用者及びその家族に関する秘密・個人情報につ
いては、利用者または第三者の生命・身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除い
て、第三者に漏らすことはありません。

（１）

（５）

感染症・食中毒の予防及びまん延防止のための従業者に対する研修及び訓練の実施

（５）

（３） 利用者の個人情報の取扱いについては個人情報保護法を遵守し、個人情報を用いる場合は事業
者が定める個人情報保護に関する規定に従い、対応する。

（２）

（７）

事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急時などやむを得ない場合
を除き、身体拘束等を実施しない。やむを得ず身体拘束等を実施する場合には、事前に十分な説明
の上、利用者又は家族等に同意を得ると共にその容態及び時間、その際の利用者の心身の状況並
びにやむを得ない理由を記録する。

利用者及び利用者の家族の個人情報を使用する期間はサービス利用契約期間とする。

（１）

5/6



１４．ハラスメント防止対策の強化

１５.身分証携行

1６．その他運営に関する重要事項

（１）

福祉用具貸与のサービス従業者は、常に身分証を携行し、初回訪問時および利用者または利用者の家族
から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示する。

従業者に対して、ハラスメント指針の周知・啓発

相談体制の整備

サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため、次の事項にご留意ください。
①福祉用具専門相談員等は、年金の管理、金銭の貸借などの金銭の取扱いはいたしかねます。
②福祉用具専門相談員等に対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。

（３）

その他、ハラスメント防止のために必要な措置

（２）

（３）

（１） 事業者は、従業者の資質向上のために次のとおり研修の機会を設けるものとし、また業務の執行体
制についても検証・整備する。
①採用時研修　 採用後１か月以内
②継続研修　　　随時

（２） 事業者は、福祉用具専門相談員等の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設
備及び備品等の衛生的な管理に努めるものとする。
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